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年利、％

2017/3　①4.35％　②4.39％　③3.38％（月末値）
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マクロ経済過熱指数
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新築住宅価格
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2017/2　①+21.1％　②+22.1％　③+13.5％　④+8.3％

グラフで見る中国経済 2017 年４月号（Ｎｏ．９５） 

中国では足元で企業部門に改善の動きがみられる。２０１７年１～２月の鉱工業生産は前年比+６．３％（２０１６

年１２月は同+６．０％）と伸びがやや高まった。また３月の製造業ＰＭＩは５１．２（前月は５１．７）と、「生産」の堅調

な増加もあり、７か月連続で中立水準の５０を上回っている。一方、家計部門では、個人消費に陰りがみられる。

１～２月の小売売上高は前年比+９．５％と２０１６年１２月の伸び（同+１０．９％）を下回った。これは、２０１７年１

月から小型車減税措置の減税幅が半分に圧縮されたことによる新車販売の減少が大きく影響したとみられる。 

【今月のトピック：習近平体制、安定成長優先】 ３月、習近平体制は第１２期全国人民代表大会（全人代、日本の国会

に相当）第５回会議を開催した。２０１７年の経済運営については「総需要の適度な拡大」などが強調され、また主要経

済目標についても新規雇用の年間目標（１，１００万人以上）が３年ぶりに引き上げられるなど、景気の過度な鈍化を防

止するという数字目標が盛り込まれている。今秋の５年に１度の党大会（中国共産党第１９回全国代表大会）に向け

て、求心力・社会安定の維持という大前提の下、経済の安定成長を優先する習近平体制の姿勢が鮮明になっている。 

（出所）中国人民銀行、中国国家統計局、ブルームバーグ 
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グラフで見る中国経済 2017 年４月号 

（出所）中国国家統計局、中国海関総署、中国汽車工業協会、中国物流購買連合会、中国人民銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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